






住民窓口センター窓口業務委託
プロポーザル提出書類（提案資料）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　★枚数相談













令和８年２月
姫　路　市

[bookmark: RANGE!B2:J55]
提出書類一覧
　提出書類及び提出部数は下記のとおりとする。

	様式番号
	提　出　書　類
	提出部数

	様式第６号
	要求水準に関する誓約書
	原本１部

	様式第７号
	事業実績調書
	原本１部

	様式第８－１号
	提案書①（業務体制）
※添付資料があれば、提案書①の次に添付すること。
	原本１部、写し７部

	様式第８－２号
	提案書②（運営体制）
※添付資料があれば、提案書②の次に添付すること。
	原本１部、写し７部

	様式第８－３号
	提案書③（研修体制）
※添付資料があれば、提案書③の次に添付すること。
	原本１部、写し７部

	様式第８－４号
	提案書④（危機管理）
※添付資料があれば、提案書④の次に添付すること。
	原本１部、写し７部

	様式第８－５号
	提案書⑤（ＤＸ推進）
※添付資料があれば、提案書⑤の次に添付すること。
	原本１部、写し７部

	様式第９号
	人員体制計画書
	原本１部、写し７部

	様式第１０号
	提案見積書事業費（受託希望金額）
	原本１部



○提出書類の作成に当たっては、横書き、片面刷り、文字サイズを１０．５ポイント程度（提案内容を補足する添付資料の文字サイズにおいては指定しない。）とすること。提出の際、表紙・フラットファイル等は不要とする。
○提案書については、住民窓口センター窓口業務委託選定プロポーザル募集要項の１０の⑵の「評価項目及び評価基準」に記載の各内容を踏まえ、作成すること。
○様式８-１～５及び様式９（各添付資料を含む、以下提案書と記載）は、提案者が特定できるような表示及び記載はないものとし、Ａ４片面でそれぞれの提案書に指定する枚数以内（添付資料でＡ３用紙を使用してもよいが、その場合は片面片袖折とし、Ａ４用紙２枚分とみなす）とすること。また、提案書下部に通しのページ番号を付すこと。
〇提案にあたっては、要求水準書に掲げる「本業務において解決したい課題」の内容を踏まえ、これらの課題を解決できる提案を記載すること。

（様式第６号）
令和　年　　月　　日

要求水準に関する誓約書


（宛先）姫路市長

　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名
　　　　　　　　　　　　　　　　 又は受任者名 　　　　　　　　　　　　　　　




令和８　年２　月２０　日付けで公告のありました「住民窓口センター窓口業務委託」の事業者に決定したときには、公告に規定された要求水準と同等又はそれ以上の水準で本業務の実施に当たることを誓約いたします。




















（様式第７号）
事　業　実　績　調　書

・「姫路市住民窓口センター窓口業務委託要求水準書」に定める(1)証明発行窓口における証明書等交付関係業務（ア～エ）―①、(13)住民窓口センター前フロアにおける案内業務（ア～エ）―②、(14)住民基本台帳異動等データ入力業務（ア～ウ）―③、(228)おくやみ窓口運用及び管理等業務（ア～ウ）―④と同等同様の業務の履行実績（１年以上履行したものに限る）を記入すること。
・各業務が個別の契約であっても可とするが、この場合においては各業務の契約がそれぞれ１年以上の履行期間であることを要する。

	NO
	契約
相手方
	契約件名
	契約金額
（税抜）
	業務
種別
	業務内容
	履行期間

	例
	〇〇市
（〇〇万人）
	○○○○○○○
委託
	○○○○千円
	②、③、④
※種別の番号を記載
	※具体的内容を記載
	R5年4月から
R8年3月まで

	１
	
	
	
	
	
	年　　月から
年　　月まで

	２
	
	
	
	
	
	年　　月から
年　　月まで

	３
	
	
	
	
	
	年　　月から
年　　月まで

	４
	
	
	
	
	
	年　　月から
年　　月まで

	５
	
	
	
	
	
	年　　月から
年　　月まで

	６
	
	
	
	
	
	年　　月から
年　　月まで

	７
	
	
	
	
	
	年　　月から
年　　月まで

	８
	
	
	
	
	
	年　　月から
年　　月まで

	[bookmark: _Hlk188019670]NO
	契約
相手方
	契約件名
	契約金額
（税抜）
	業務
種別
	業務内容
	履行期間

	９
	
	
	
	
	
	年　　月から
年　　月まで

	10
	
	
	
	
	
	年　　月から
年　　月まで

	[bookmark: _Hlk188251974]11
	
	
	
	
	
	年　　月から
年　　月まで

	12
	
	
	
	
	
	年　　月から
年　　月まで



※令和３年４月１日以降、人口２０万人以上の地方公共団体において１年以上履行した実績を記入すること。なお、人口の判定については、当該契約の契約した年に公表されている人口推計により行う。
※履行開始日が新しいものから順に記入すること。
※記載件数は最大１２件までとする。
※参加表明時の業務実績調書に記載した履行実績も本調書に含めて差し支えない。


























（様式第８－１号）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
提案書①（業務体制）　
	＊提案項目「１　業務体制」について、別で示すプロポーザル評価基準の具体的評価内容に沿った提案を、本様式片面５枚以内で簡潔にまとめ、作成すること。	Comment by 契約課: ページ数の妥当性についてはよく検討しておいてください。以下同じ。	Comment by 大井　理絵: 募集要項と要求水準書に書ききれなかったものをヒントとして与える	Comment by 大井　理絵: １枚以上→〇以内とし、業者によるバラツキをある程度統一させる

	⑴業務体制
業務が滞った場合や業務改善が必要な場合の会社としてのバックアップ体制など、長期にわたり安定的に遂行するための方策を具体的に記載すること。また、危機機管理事象（大規模自然災害等）発生時の業務継続の考え方を記載すること。	Comment by 契約課: 「危機管理事象」が正当か？














	⑵業務体制の構築
業務体制の構築に係るスケジュールや業務従事者確保に関する諸準備について、期間や内容等を具体的に記載すること。


















（様式第８－２号）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
提案書②（運営体制）
	＊提案項目「２　運営体制」について、別で示すプロポーザル評価基準の具体的評価内容に沿った提案を、本様式片面１０枚以内で簡潔にまとめ、作成すること。

	⑶組織図
会社全体の運営体制だけでなく、現場での運営体制についても体系図等により明確に示すこと。








	⑷人員体制	Comment by Administrator: 課題①に対応する提案内容
[bookmark: _GoBack]年間を通じて安定的なサービスがは求められることから、繁閑に応じた人員配置の考え方など、効率的運用への取り組みを記載すること。また、雇用の安定のため従事者の定着率向上に向けたて取り組みを記載すること。なお、本様式とは別に、「様式第８　９号　人員体制計画書」についても作成すること。	Comment by 契約課: 「様式第９号」が正当？










	⑸補完体制
日常的に起こりうる現場従事者の突発休時等を想定し、突発的に人員不足が起こった場合の対応策を記載すること。











（様式第８－３号）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
提案書③（研修体制）
	＊提案項目「３　研修体制」について、別で示すプロポーザル評価基準の具体的評価内容に沿った提案を、本様式片面５枚以内で簡潔にまとめ、作成すること。

	⑹業務開始前の研修
研修期間、日数、研修内容等を具体的に記載すること。

















	⑺業務開始後（受託中）の研修
定期的に従事者の知識向上を確認する方策も含め、研修の内容、方法及び研修を行う時間帯等を具体的に記載すること。

















（様式第８－４号）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
提案書④（危機管理）
	＊提案項目「４　危機管理」について、別で示すプロポーザル評価基準の具体的評価委内容に沿った提案を、本様式片面５枚以内で簡潔にまとめ、作成すること。

	⑻証明交付及び入力業務
証明交付誤り、入力誤りを防止するための方策を具体的に記載すること。



	⑼接客業務
市民への誤った案内を防止するための工夫や市民の満足度を高めるための方策を具体的に記載すること。

	⑽トラブル解決策
トラブルが発生した際の初期対応から解決方法、事後防止策までを具体的に記載すること。




	⑾不当要求行為への対応
不当要求行為への対応策を具体的に記載すること。

	⑿個人情報の保護及び情報セキュリティ対策
個人情報の漏洩防止策や情報セキュリティ対策及び従業員への教育方法について、具体的に記載
すること。



（様式第８－５号）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
提案書⑤（ＤＸ推進）
	提案項目の「５　ＤＸ推進」について、別で示すプロポーザル評価基準の具体的評価委内容に沿った提案を、本様式片面５枚以内で簡潔にまとめ、作成すること。

	⒀ＤＸ推進の取り組み
　要求水準書に示している整備済システムのさらなる利用促進につなげるための誘導方法や、ＤＸ促進のための新たなシステムの提案を記載すること。など、ただし、提案金額内でできる実現可能なものを具体的に記載すること。




（様式第９号）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
人　員　体　制　計　画　書

業務を受注した場合の人員体制について、本様式片面２枚以内で記入してください。
※繁忙期、閑散期によって配置人数が増減する場合は、それが分かるように記入すること。
※年間の処理件数の詳細は、別紙別添４●「令和６年度窓口等処理件数」を、執務室内の配置は別紙５「配置図」を参考とすること。参考

【記載例】
	役職名
	配置人数
	配置形態
	役割（職務内容等）
	有資格、経験年数等

	本社責任者
	正社員　　人
	非常駐（必要時に履行場所へ参集）
	・統括
・契約全体にかかる責任者
	・官公庁との委託契約を担当したことがある者

	本社担当者
	正社員　　人
	非常駐（必要時に履行場所へ参集）
	・契約にかかる市との調整
・研修計画の作成
	・官公庁との委託契約を担当したことがある者

	統括責任者
	正社員　　人
非正規　　人
（　）　　
	常駐（本業務専属）
	・現場の統括、進捗管理
・危機管理、事故、トラブル、クレーム時の対応
・市との連絡、調整
	・官公庁での委託契約で管理業務経験がある者

	副統括責任者
	正社員　　人
非正規　　人
（　）
	常駐（本業務専属）
	・統括責任者不在時の代理
	・官公庁との委託契約で窓口経験がある者

	業務担当
責任者
	正社員　　人
非正規　　人
（　）
	常駐（従事者と兼務）
	・報告書等の作成
・業務従事者への教育
	・官公庁との委託契約で窓口経験がある者

	副業務担当
責任者
	社員　　　人
非正規　　人
（　）
	常駐（従事者と兼務）
	・業務担当責任者不在時の代理
	

	業務従事者
	社員　　　人
非正規　　人
（　）
	シフト勤務
閑散期は非正規３名減予定
	
	

	
	人
	
	
	


　※内訳／雇用区分の欄中、非正規の括弧内については、契約社員、派遣社員、嘱託社員、パートタイム社員などの雇用区分を記入してください。
　※本受託業務に専属でない者（兼務）がいる場合は、その旨及び人数が分かるように記入してください。


（様式第１０号）

事業費（受託希望金額）提案見積書
	＊評価項目イ　「提案金額事業費（受託希望金額）」を記載すること。




件　名　　　住民窓口センター窓口業務委託　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　





	
	億

	千

	百

	十

	万

	千

	百
０
	十
０
	円
０


提案金額事業費


＊本様式の作成に際しては、以下の点に注意すること。
・提案金額事業費は、千円単位とし、月あたりの額を記入すること。すること。
・提案金額事業費は、消費税及び地方消費税相当額を除いた額を記入すること。
・提案事業費の金額の前に、「￥」を記載すること。


★長期継続契約→月額で記載？



